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新年明けましておめでとうございます

旧年中は、大変お世話になり有難うございました。
お陰様で、当協会も新体制のもとに組織を大幅に強化

することが出来ました。全てがボランティアで賄われ、
会費収入が５万８千円で、その財政は破綻の危機にあっ
た2006年度を境に、当協会は大きく変わりました。
2007年度の第２回こんぶサミットの成功を受け、その

後の会員見直しの結果、正会員・賛助会員等半減しまし
たが、精鋭が集うことになりました。藤野修二郎事務局
長の下、既に10回の幹事会が開かれ、会費納入率も99％
となり、特別賛助会員も８団体（東成海洋開発株式会社、
NPO教育開発研究所、新湊漁業協同組合、アジア植物燃
料株式会社、壱岐東部漁業協同組合、TBR株式会社、株
式会社キミカ、新日本製鐵株式会社）に増えました。さ
らに、ヨード卵で有名な日本農産工業株式会社より、
2008年度の企業の社会責任として、当協会が選ばれ、50
万円の寄付を受けました。これを機に内陸部の風土病ヨ
ード欠乏症に悩む７億人の人たちに、ヨード含有率が群
を抜いて高い「こんぶ」を扱っている当協会ができるこ
とを考えたいと存じます。
2008年度の種糸の斡旋は、新湊漁協、房州ちくら漁協、

壱岐東部漁協、鹿屋市漁協、宇和島漁協の他石川県、静
岡県、長崎県、香川県の個人や水産高校で合計1,421ｍで
した。2009年度からは、青森市水産指導センター、青森
県栽培漁業振興協会、重茂漁協、鳴門細川水産等種糸の
供給機関を当協会の「海の森づくり運動」の一環として
始まった、或いは今後始まる南の海で扱うものに就いて
は、全て当協会経由で種苗を供給する体制を確立する事
になっています。
また、2008年度に施肥試験は、上対馬漁協、東町漁協、

館山漁協で実施しました。之まで実施した壱岐東部漁協
と遊子漁協を含めると、５箇所で実施中ということになり
ます。これは、壱岐東部漁協でも、遊子漁協でも好評で
す。本年度は、新日鐵との協力体制も考えてまいりたい
と存じます。
この間、内閣府･法務局関係の手続きも全て見直し作業

中であり、今後、国税庁の認証NPO法人（寄付者にとっ
て、その寄付金が損金として控除対象となる）を目指し
て準備中です。
2009年度に向けて、三井物産環境基金「2008年度　第

２回　活動助成」に『海の森づくり：こんぶ等種糸「100

ｍ運動」』（総額年524万円、3年1,572万円: 自己資本比率
23.7％）を、日本財団助成に『豊かな海との共生をめざし
て－海の森づくりこんぶサミット in 壱岐・（青島）・函
館・東京・青森・宇和島』（総額380万円：自己資本比率
39.5％）を申請いたしております。結果は、３月にわかり
ます。種糸「100ｍ運動」は之までの活動の延長線上にあ
り、助成が決まれば大きく飛躍できます。また、第３回
こんぶサミットは、第２回こんぶサミットの経験を活か
して行うべく準備を進めております。つまり、たとえ上
記助成申請が不採用となってもやる覚悟ですので、ご支
援･ご協力の程どうぞ宜しくお願いします。
2009年１月発行の緑書房の月刊誌『養殖』２月号に「藻

場で海の力を取り戻そう」という特集が組まれます。そ
のトップに「日本各地で展開される海の森づくり運動の
重要性」という小生のエッセイが掲載されます。ご期待
下さい。この原稿は、別紙の通りです。ご笑覧下さい。
2008年度は、前代未聞の世界大不況に見舞われ、多く

の方々が路頭に迷っております。弱肉強食の社会から、
一刻も早くセーフティーネットが働く「人間味溢れる」
を創造したいものです。当協会の「海の森づくり運動」
が、そのような「人間味溢れる」作りに貢献できれば幸
甚です。
なお、当協会の当面の具体的な事業展開として、第３

回こんぶサミットの他、次の項目が考えられます。

１）種糸・資材等の斡旋事業（海の森づくり支援）
２）施肥共同試験事業（海の森づくり支援）
３）ヨード欠乏症撲滅運動（生産物の利活用）
４）海の森づくし昼食会（生産物の利活用）
５）東京ブルーベイプロジェクト（循環型社会の構築）
６）環境展等展示会事業（連帯と広報）
７）海藻おしば講習会（連帯と広報）
８）書籍販売･普及事業（連帯と広報）
９）ニュースレター編集（連帯と広報）
10）ホームページ編集（連帯と広報）

ご関心をお持ちの方は、是非ご一報ください。一緒に
なって、2009年を素晴らしい年にしましょう！

最後になりましたが、皆様方のご健康とご多幸をお祈
りします。

2009年元旦
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日本沿岸の藻場面積は昭和53年から平成10年までの30年間で21
万ヘクタールから12万5千ヘクタールへと４割減少し、その後も
減り続けている。海水温の上昇・嵐による海水の攪乱・食害・土
砂被膜等天然であれ人為的であれ何らかの原因で、藻場が存在し
ていた海域で大型海藻がなくなった現象を「磯焼け」と言い、そ
の現象が全国的に広がっている。昭和20年当時の沿岸漁業の水揚
高は約200万トンだったが、平成18年の水揚高はその73％（145万
トン）に過ぎない。沿岸海域の水産資源の減少は危機的であり、
これには、漁業者の自己責任の範囲を越えた国民全体にその責任
の一端がある。

海藻の養殖生産量（湿重量）は、中国では年間1,000万トン以
上で、それが年間1,000万トン以上の海面捕獲漁業生産量に繋が
っている。一方、かつて海を拓き、世界の海を駆け巡り、水産王
国を自負し、栽培漁業を重視してきた日本の海藻養殖生産量は、
現在、たったの50万トンである。行過ぎたグローバル化の中で日
本は水産物輸入大国となったが、沿岸漁業や海藻の海水浄化作用
や増殖効果を軽視してきた。現在では、遠洋漁業や沖合漁業に比
べて比較的経営が安定しているといわれる沿岸漁業の生産性も依
然低く、殆どの漁村は後継者も確保できず過疎は進み、起死回生
を迫られている。
陸の資源の有限性が顕著になってきて、海洋資源の重要性が脚

光を浴びている。「日本人の海との歴史的関わりとともに、日本
は四方海に囲まれ、南北に約3,000kmに伸び、地球一周の85％を
占める35,000 kmの海岸線を持ち、全国津々浦々に漁港・漁協な
どハード・ソフト両面の水産インフラをもった漁村があり、その
排他的経済水域は447万平方キロメートル�と世界で６番目に広
く、その中には世界の３大漁場の一つが含まれている。」という
海の利用に関する日本の比較優位性は世界的に見ても明らかであ
る。日本の将来は、この特徴を生かせるかどうかにかかっている。
「21世紀は海の時代」と言われ、海洋開発産業が注目をあびてい
るが、採算面、環境面、作業面、技術面、制度面等で多くの問題
を抱えており、これらを克服するためには莫大な投資が必要で、
それを支える国民的サポートが必要である。

そこで、注目されるのが、水産業の根幹であり多面的機能をも
つ沿岸漁業の振興と漁村の活性化である。これらは比較的小額の
適切な投資で、既存のインフラが活性化され、手っ取り早く国民
へのアピール効果が期待されるからである。沿岸漁業は「水圏と
陸圏との架け橋」としての水産物の安定供給や自然環境保全のみ
ならず、海難救助や国境の監視といった国民の生命・財産の保全、
辺境における雇用や文化・レクレーションの創出・継承産業とし
て「沿岸地域の社会経済セーフティネット」に、医薬品開発や海
の多面的利用等を含む「教育研究福祉開発」に、さらに、徹底し
た平和外交とバランスの取れた国づくりを目指す「国家総合安全
保障」に貢献する。
さらに、いま、伝統的な海のしきたりを近代法制の中に取り入

れた日本オリジナルの「漁業法」と行政機能を備えた「漁業協同
組合」が世界的に注目されている。それは、これまでの欧米を模
範とした200海里ルール制定以降の市場経済中心の水産政策がど
こも過剰投資や高級魚の乱獲・環境問題・信用問題等に直面して
いるからである。そこで日本に期待されているのは、これらの問題
を解決する「海の時代」のモデルの提示とリーダーシップである。
残念ながら、日本人のライフスタイルの変化により、今では、

漁業は3K（汚い、きつい、危険）産業の代表となり、漁業就業
者数は減り続け、平成19年には、20万人となり、後継者問題は深
刻である。このままでは、世界に「海の時代」のモデルを発信す
ることは出来ない。沿岸漁業が活気にあふれ、国民が期待する多
面的機能を十分に発揮するためには、漁家の可処分所得を、年間
１戸当り１千万円以上にする必要がある。低コストで生産性の高
い沿岸漁業や養殖業を盛んにするためには、国民的サポートを伴
う漁民の発想の転換が必要である。その漁民の発想の転換に貢献
するのが、漁協中心の「海の森づくり」である。「海の森づくり」
は、前浜の状況を一番知っている漁民が、漁業法・水産業協同組
合法および共同漁業権の精神に則り「考える漁民」となり、社会
貢献を目指して、適性規模の藻場・海藻養増殖を維持し、市場価
値の高い根付資源を上手に管理・販売し、ゼロエミッション養殖
を推進し、沿岸の資源を回復するための最も効果的な道具である。
「海の森づくり」には、関西空港藻場に見られるようなハードな
海洋構造物の構造改善によるもの、東京湾のアマモ場造成のよう
な移植によるもの、投石や付着基盤の添加によるもの、施肥によ
るもの、それに中国のように養殖によるものなどがある。
現在、外来種あるいは準外来種（在来種であっても、元来生息

していなかった種）の新規の導入については、十分に注意を払う
必要がある。海の森づくり推進協会では、北のマコンブの冬季
（12月-6月）養殖を鹿児島県、長崎県、愛媛県など南の海で海中
林造成のために奨励している。コンブの養殖は中国では70年以上、

日本各地で展開される
海の森づくり運動の重要性

松田惠明

【海の環境の現状】

【海の森づくりの重要性】

千葉県金田漁協
こんぶ収穫風景

2008年4月21日
海ほたるより風の塔を望むAGMメンバー

金田漁港より沖合いこんぶ栽培設置へ
の出航準備

沖合い漁場への航海、笹生県議会議長 沖合い漁場への航海、立光AGM会長夫妻 プロダイバー渋谷氏による水中撮影

海ほたるより木更津を望む立光AGM会長夫妻 千葉県金田漁業協同組合事務所

※撮影・編集　事務局長　藤野修二郎



長崎県島原市や東京湾では40年以上の歴史があり、私も既に平成
6年以降14年間観察をつづけてきたが、これまで環境的な悪影響
は出ていない。また、海の森づくり推進協会が勧めている施肥は、
海中で海藻の成長制限要因となっている微量元素の一つ鉄分を主
成分とする遅効性施肥材の散布で、その効果は3-5年継続するも
のである。津々浦々で環境が違うので、それぞれの漁協で試験し、
その結果、各漁協の自主的な判断で採否を決めるものである。こ
の施肥は、産業廃棄物の海上投棄のような無責任な行動ではなく、
「藻場再生」というはっきりとした目的を持ち、施肥後も注意深
く追跡管理されるものである。（http://www.kaichurinn.com 参照）

第１は窒素・燐・炭酸ガス等の吸収と酸素の供給による「海洋
環境の改善効果」である。富栄養化の原因としての窒素・燐など
の栄養塩や炭酸ガスは、海藻が収穫され利用されると完全に海中
から取り除かれる。その他の場合も海水中に残ったものは、最終
的には単細胞のデトリタスとなり、いずれ閉鎖系食物連鎖の一環
に取り込まれるか、あるいは、水温の低い海底に沈んで、分解さ
れずにそのまま長期間保存される。一方、浜辺や海岸に打ち上げ
られたものの利活用は今後の課題である。
第2は「不特定多数の魚介類への産卵場並びに揺籃場の提供に

よる有用魚介類の増殖効果」である。これらの魚介類は、藻場を
産卵場や揺籃場として成長し、最終的に有用魚介類の増殖に繋が
る。他方、これまでの栽培漁業は、有用魚介類の放流に力を入れ
てきたが、その効果がホタテやマダイやサケを除いてはっきりし
ていない。そこで、十分に発達した藻場と組み合わせた種苗放流
であれば、もっと放流効果が上がると考えられる。
第３は、「不特定多数の在来種の生物多様性を促進する効果」

である。水質汚染と富栄養化、埋め立てや垂直護岸・人工海岸等
で単純化した沿岸域の生態系を多様化する数少ない方法の一つ
が、藻場の再生である。海水中には、数え切れないほどの小さな
生命が含まれている。これらは、付着基盤との出会いを求めて海
水中に浮遊しており、運がよければ、タイミングよく藻場で付着基
盤に出会い、そこから新しい生命が再出発し、在来種の生物多様
性を育む。付着基盤に出あうことがなかった小さな生命の多くは
死滅する。

産卵場や揺籃場としての藻場を失った沿岸海域では、回遊性の
浮魚の来遊が短期的にあっても、栽培漁業の放流効果や根付資源
などを期待することは出来ない。また、集約的なタイ、ブリ、カ
ンパチ、クロマグロなどの海面での魚類養殖業では、湿重量換算

で体重の7-10倍の餌を必要とし、魚類養殖の伸びとともに、富栄
養化など魚類養殖による自家汚染が問題となってきた。そこで、
鹿児島県東町漁協では、平成15年度から魚類養殖面積と海藻養殖
面積を１対１の割合とする漁場改善計画を実施している。
これからの日本の漁業は、しっかりした沿岸漁業をベースとし

て、沖合・遠洋漁業を考える時代となった。しっかりした沿岸漁
業の要は、水産生物の生息環境である藻場や干潟や底質・水質の
管理にある。これは、漁業権管理組合としての現漁業協同組合の
責任でもある。これからは、研究は国や県任せではなく、漁民一
人一人が、研究者になる覚悟が必要で、漁協にも研究対応が期待
されている。国や県の研究者の管轄域は広く、予算的制限もあり、
個々の前浜のことを詳しく研究する余裕など元来ない。漁協の仕
事として「研究」をしっかりと位置付けている北海道猿払漁業協
同組合では、５年先のホタテの漁獲量を自分達で推定できる状況
の中で操業しており、漁家１軒当りの貯蓄は１億円、組合員一人
当りの可処分所得は年間２千万円という。ここでは後継者問題も
無く、同様の漁協が日本の辺境オホーツク海や根室湾に面して沢
山ある。

海の森づくり推進協会の「海の森づくり事業」の主役は、マコ
ンブの種糸の斡旋と海洋施肥材の共同試験である。平成14年の創
設以来、マコンブの促成栽培種の種糸を長崎県、鹿児島県、愛媛
県、富山県、神奈川県、千葉県、福井県、三重県、福岡県、石川
県、香川県等からの希望漁協・企業・地方自治体・学校・個人に
斡旋して来た。さらに、平成17年から、当協会会員が開発した海
洋施肥材の漁協との共同試験を実施してきた。現在、共同施肥試
験を実施中の漁協は、長崎県壱岐東部漁協、愛媛県遊子漁協、鹿
児島県東町漁協、長崎県上対馬漁協、千葉県西岬漁協である。
平成21年度には第３回こんぶサミットが企画されており、漁協

組合長の交代を契機に海女の里を蘇らせた長崎県壱岐東部漁協の
活動と漁民だけでなく、小・中・高校・地方自治体を巻き込んだ
市民活動として「海の森づくり運動」を展開している「宇和海に
緑を広め環境を守る会」の活動をオプショナルツアーとして見学
する計画を立てている。宇和海の活動は平成18年度には、愛媛県
三浦保環境省特別賞受賞、平成19年度には愛媛県藻場づくり活動
推進事業費助成の適用を受け、平成20年度には愛媛県経済同友会
表彰を受けている。ご期待下さい。
このように「海藻で海の力を取り戻そう！」という動きは、政

府主導のみならず、草の根レベルでも既に日本各地で展開され始
めている。

─完─

【藻場の効果】

【漁業・養殖業との関わり】

【海の森づくりの事例】

堀田教授による収穫昆布の品質評価 金田漁港岸壁への陸揚げ作業 岸壁上での収穫昆布の撮影 収穫昆布の最長のもの約3m

漁船上収穫作業の段取り打合せ 漁船内への収穫こんぶの仮揚げ作業 収穫こんぶの品質チェック（渡辺氏） 漁船内収穫昆布の品質評価



本協会は、生態系を重視したコンブ等海藻による『海の森づくり』技術を普及することで、懸念されている『磯焼け』
の弊害を防ぎ、沿岸域の水質浄化と水産資源増殖を図ることを目的とする内閣府認証の特定非営利活動法人（NPO）で
す。同時にそこから得られる海藻等の利活用の研究･開発及び普及によって、陸圏の生態系とその循環を重視した環境改
善による社会貢献の推進をめざし、活動しています。
会員には、正会員･賛助会員・特別賛助会員等がありますが、本協会の趣旨に賛同していただける方は、以下をご参照

の上、入会の申込をしていただけますようご案内いたします。

NPO「海の森づくり推進協会」入会申込書

●入会を希望される方は、下記申込書にご記入の上　E-mail（又はFax）によりご連絡ください

＊この情報は会員への通信以外には使用しません。
＊上記住所宛に入会申込書と郵便振込用紙を送付いたしますので、入会金・年会費をお振込みください。

私は、「海の森づくり推進協会」の（正会員、賛助会員、特別賛助会員）になりたいので、ここに入会の申請を致します。

内　約 入会金（円） 年会費（円） メモ

正会員 1,000 3,000
総会に議決権を持って参加できます。
役員の推薦により理事への就任を要請されます。
イベントや協会の情報をお知らせします。

賛助会員 1,000
個人：1000
団体：10,000

イベントや協会の情報をお知らせします。

特別賛助会員 免除 100,000
対象は企業、団体、個人。
イベントや協会の情報をお知らせします。

氏　名
ふりがな

住所
〒

所属団体
（団体加入の方）

メールアドレス

電話番号 FAX番号

海の森づくり推進協会事務局 〒241-0801 神奈川横浜市旭区若葉台2-25-801 事務局長：藤野修二郎

Tel：090-4914-2345 E-mail：shujiro.fujino@mbe.nifty.com

Fax：045-922-3448 ホームページ：http://www.kaichurinn.com

海の森づくりニュースレターは、諸般の事情から2006年12月1日発行の第36号を最後に約2年間の空白が出来てしまいました。会員・読者の
皆様に当協会の活動の方針･現状などをお伝えする事が出来ず、大変ご不便をお掛けしました。
この度、2009年1月吉日付けで2009.001号を発行する運びとなりました。この機会をお借りして、謝罪の意を表したく存じます。
今後は、当面半期ごとの発行となる見込みですが、読者の皆様からの要請と協力次第で季刊にも月刊にも頻度を向上させ、内容を充実させ
ることも出来ると考えます。
読者からの寄稿をお待ちしております。ホットな活動の情報･地域の耳寄りな話題などを下記編集部宛にお届けいただければ幸いです。

編集部：横浜事務局内　〒241-0801 横浜市旭区若葉台2-25-801 藤野事務局長気付
Tel : 090-4914-2345  Fax : 045-922-3448 email : shujiro.fujino@mbe.nifty.com

NPO「海の森づくり推進協会」会員募集のご案内


